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高齢者向け住まいにおける人材確保。生産性向上に関する意見

地域包括ケアシ

高齢者向け住ま

高齢者向け住まい（有料老人ホーム・サービス付き高齢者向け住宅）は、

ステムの中で、高齢者が能力に応じ自立した生活を営むことができるよう、

いに求められる役割を積極的に果たしてまいりたいと考えております。

高齢者向け住まいを必要とする85歳以上の高齢者が増加する一方、現役世代人口が減少

し全産業的に人手不足感が強まっている中、高齢者向け住まいにおける人材確保は困難を極

めています。高齢者向け住まいにおける人材確保を進めるとともに、生産性の向上を図るた

め、高齢者向け住まいと関連する介護サービスに関し、下記の点についてご考盧、ご議論い

ただきますよう、お願い申し上げます。

なお、高齢者向け住まいの代表を、科学的裏付けに基づく介護に係る検討や、介護保険部

会・介護給付費分科会における高齢者向け住まいの議論に加えていただきたきたいと存じま

す。常任の委員が難しければ、 これまでの事業者団体ヒアリングに加え、議題が高齢者向け

住まいに及ぶ場合に「参考人」 として参画する仕組みをご検討いただきたいと存じます。
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1 －行政手続等へのICTの活用による官民の生産性の向上を目指して

(1)法人・事業所の管理の電子化（サーバーヘ又はクラウドサービスヘの入力）

法人・事業所に関する申請、変更届を、厚生労働省又は地方自治体が共同で設けたサ

ーバー又はクラウドサービスに入力することとし、将来的には電子申請・届出を可能と

していただきたい。 これにより、 自動的に情報公表・更新につながり、最新の情報が更

新される。地方自治体においても、一覧表等の作成・公表が不要となり、事務負担の軽

減につながる。

さらに、 CSV形式での一括ダウンロード等を可能とし、老健事業等の各種調査を効率

化するとともに、実地指導の基礎情報、有料老人ホームの定時報告・公表についても、

その電子情報を活用していただきたい。

すでに、同じ自治事務であるサービス付き高齢者向け住宅の情報提供システムにおい

ては、登録申請、変更届の電子入力と、 自動的な情報公表・更新が実現されており、参
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